
行財政改革推進委員会について 

 

 

（１）石巻市行財政改革推進委員会条例 

 

 （設置） 

第１条 市長の諮問に応じ、財政改革その他経営的視点に立った行政運営の推進に関する

重要事項を調査審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４

第３項の規定に基づき、石巻市行財政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

 （組織等） 

第２条 委員会は、委員８人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す

る。 

 (1) 市政に関し優れた識見を有する者 

 (2) 行財政改革及び行政評価に強い関心を有する市民 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年を超えない範囲内で市長が定める期間とし、委員が欠けた場合の

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第３条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

 （意見の聴取等） 

第５条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、説

明又は意見を聴くことができる。 

 （会議の公開） 

第６条 委員会の会議は、公開とする。ただし、会議を公開することにより、公平かつ円

滑な会議の運営が著しく阻害されるおそれがあるときは、委員長は委員会に諮り、非公

開とすることができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員
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会に諮り定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は令和２年４月１日から施行する。 

 （会議の招集） 

２ 委員が委嘱された後、最初に招集すべき委員会の会議は、第４条第１項の規定にかか

わらず市長が招集する。 

 （石巻市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 石巻市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年石

巻市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  別表に次のように加える。 

石巻市行財政改革推進委員会委員 勤務１日につき ９，５００円 同 

 

 

 

（２）行財政改革推進プラン 2025 策定に伴う委員委嘱の趣旨 

 

本市では、合併後の厳しい財政状況を踏まえ、東日本大震災による一時の中断はあっ

たものの継続的に行財政改革に取り組み、行財政運営の基盤づくりを進めている。 

しかしながら、本市の行財政を取り巻く環境は厳しさを増すものと予想されるため、

新たな行財政改革を推進するプランを策定する必要があり、令和元年度第３回行財政改

革推進本部において「行財政改革推進プラン 2025 策定基本方針」を決定している。 

「行財政改革推進プラン 2025（以下「改革プラン」という。）」を策定するに当たり、

本市の行財政運営を取り巻く環境を踏まえ、復興基本計画期間終了後の限られた行財政

資源を有効に活用し、持続可能な行財政運営の実現に向けて、幅広い見地から意見及

び助言を得るため、石巻市行財政改革推進委員会（以下「行革委員会」という。）を

設置し、学識経験者等８名に委員の委嘱を行うもの。 

 

 


